
主体

3 I導入の背景

ている会計基準

5 I財務書類の作成根拠

6 

7 

B 

9 

10 I連結財務書類作成の有無

12 I有形固定資産の評価基準

13 

14 

15 

16 

-新地方公会計制度研究会報告書
.新地方公会計実務研究会報告書

総務省

茂肩云]

. r簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律(行革推進法)J第62条

「地方公共団体における行政改革のさらなる推進のための指針(平成18年B月31日総務事務次官通知)J

-貸借対照表
・行政コスト計算書
圃純資産変動計算書
・資金収支計算書
-財務書類に関連する事項についての附属明細表

、う意味での『パブリック・アカウン合ピリ
予算等の政策形成上の意思決定

の変動にかかる仕

有

無

、取得原価のみでは財政状態を正確に把握するこ

の評価としては公正価値が最も適切と考えられ

ルにおける資産評価実務手引J14P!こ記載)

者

住民から地方団体への拠出である税収については、『所有者からの拠出J!こ該当することに鑑み、領益外純
資産増加原因として処理・表示される

「資本的』移転収入と「経常的』移転収入の厳密な区別が困難であることに鑑み、 括して純資産変動計算書
に計上



2 I作成(基準設定)主体 総務省

3 I導入の背景

ている会計基準
a新地方公会計制度研究会報告書
.新地方公会計実務研究会報告書

.r簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律(行革推進法)J第62条

. r地方公共団体における行政改革のさらなる推進のための指針(平成18年8月31日総務事務次官通知)J

-財務情報の分かりやすい開示を通じた『説明責任の履行J
-資産司債務管理等を通じた「財政の効率化、適正化」

ている
聞の増減を科目振替として計上することとなってい

-貸借対照表
・行政コスト計算書
.純資産変動計算書
・資金収支計算書
・財務書類に関連する事項についての附属明細書

有

無

12 I有形固定資産の評価基準

13 有

15 I補助金収入の取扱い

『 般財源』の項目に計上14 I税収の取扱い

「補助金等受入」の項目に計上

16 I減価償却の取扱い

n
L
 



1 モデル名 東早都方式

2 作成(基準設定)主体 東早都

-平成11年4月石原慎太郎東思都知事が就任

3 導入の背景

総論的項目

4 適用されている会計基準 「東京都会計基準J

" r東尻都会計事務規則』
第百九条会計管理者は、決算を調製したときは、次に掲げる調書を作成し、知事に提出しなければならな
L、。

一 款各会計出務m自別駒臨予書行算政審時山議籍コ決ス算ト間霊計フ覧算ー表覧書表同 :~ 5 財務書類の作成根拠 三四 各各各各各局会別~IJ款，計R 
五会計
六会計

七八 会会計計

6 財務書類の用途 '官「日+主庁車要会型施計車策決土の苗算成品と果と目Jもιへに四の都百事議阻業会L別へL財4提a務-出諸u表nのL明掲A載闇

7 財務書類の活用 .・.m予民算m間編闘のア世成ニ官のユ官一ア刊環ルUとι・しレ怖てポ実宮ー施叫トすにιーιる相ー℃事当』業す、評る口「「価ム東に京ピ活都再用開年、次公財表務報告書Jの作成、公表

8 I If~AS/IFRSとの重要な相・財政状況を適切に判断するという財務報告の目的から、わが国特有の出納整理期間を含めた財務諸表を作
違点 成している。これは会計基準というよりも会計の基礎(認識の対象・時期)の相違であると考える

9 財務書類の体系 行貸ー+借政』コ対，ス照-ト表計ー「算円書札骨畳

司寸正有T味形Y財固J産定A変資"./動産H計及一算び副書無#形官聞定資産附属明細書

-注記

10連結財務書類作成の有無 有(併記式)

11 自治体の規模に応じた会計 東京都会計基準「準拠して決算統計を組替えて作成する 簡易版を提供
基準の取り扱いの違い 』

個別的項目

12有形固定資産の評価基準 取得原価モデルを採用

13減損会計の導入の有無 有価証券や出資金については減損会計を適用しているが、有形固定資産については未適用

14税収の取扱い 税収と個別の行政サービスとの間には、直接的な対価性はないものの、行政サービスの提供に要した経費
に対する財源であるという観点から、行政コスト計算書の収入として計上

15 補助金収入の取扱い 状固況定を資表産示を。取それ得以す外るたのめ補の助補金助は金、行は政、貸コ借スト対計照算表書のに正計味上財産に直入L、正味財産変動計算書にその変動

16減価償却の取扱い 減価償却費は行政コスト計算書に計上。なお、インフフ資産のうち、道路については取替法(更新会計)を採
用

η

。



モデル名 大阪府方式

2 作成(基準設定)主体 大阪府

君言【君主臨E入Pi3のf背i7景岱諜】宅鵠frER華J五2雫需主主謀笠議喜昔話議主主告開も議紋票E盟2.闘議麗こよる韓岬輔5衰1をZ作成ζ 

将司や司単フ来議式ルの会簿コ住に記スお民ト・け現負なる金担ど予主のが算財義見や務にえ決な基情算いづ報の。くが現審不行議足のでし官はて庁い、経会る営た計のめで視、l土財点、諌借か対入ら策を単やに将そ来のへ年の度負の担歳の入付と回ししての計実上態すがる，など、ストッウわかりにくく、

3 導入の背景
十分な議論が尽くせないのが現状。

意者=且今住思広に民と決〈、活っ定職て用の員わさた、れか地めてり方のやい債情するの報民く、投を間か開資企つ示者業刺し、の用そ、会自しの計や治他基す体の準い経利もや営害の国者関で際と係あし公者るて会にこの計と対公基がし的準必、説行に要明政準。責運じ任た営を内に果容対たすとさしるな、政財け治務れ的諸ば、表ら社なの会なす的いべ又。てはの経剥済用的

顧ン=-fこがみれ権な自ま限治いでと姿体の責経勢行任や営政"に不の運対視足営応す点でしるにはた財よ、事個源る業財を々ご将務のと来マ事のネに業財ジ先の政メ送予ン状り算ト態すを(現・る実経結金践営果)し成獲を、績得持招を・続い執正可た行確の能ににもで偏示事安重す実定すツ。的るーながル財あを政ま導運り入、営し非を、効そ堅率れ持なぞす行れる政のこ運とセが営ク重シをョ

要。

総論的項目

4 適用されている会計基準 大阪府財務諸表作成基準

5 財務書類の作成根拠

らOな大い阪。府財務諸表作成基準

6 財務書類の用途

財務マネジメCアFンJカレトウののン構強聖築化ピPDCAサイ

7 財務書類の活用
-パフリック・アカ 聖リティの充実

8 
IPSAS/IFRSとの重要な相 取-官引庁を会除計く要特約有財の務出諸納表整を理附期属間明の細取書引とをし含てめ開た示財す務る諸こ表ととをし作て成いするることとしている。また、出納整理期間の
違点

9 財務書類の体系 -・・.・貸行キ純純借政ャ資資ッコ対産産シス照変変ュト表動動計・フ計分算ロ算析書ー書表計を算始書めとする附属明細表

-注記

10 連結財務書類作成の有無 平成23年度決算から作成予定

11 自治体の規り扱模Lに応じた会計
基準の取 、の違い 無

個別的項目

12 有形固定資産の評価基準 取得価額評価ただし、売却可能な資産については附属明細表で時価情報を表示

13 減損会計の導入の有無 土低地下やを建基物準等とをし含ため減固損定会資計産をの導実入態が負託に応えているかチヱツヴするため、行政サ ピス提供能力の著し
し、

14 税収の取扱い 行政コスト計算書の収入として計上

15 補助金収入の取扱い 建設事業の財源として充当するものも含め、行政コスト計算書の収入として計上

16 減価償却の取扱い -・イ定ン額フ法ラに資よ産り(月道を路単等位)もに含算め定、し減、価行償政却コスをト実計施算書の費用に計上

-4-



iモデル名 発生主義IPSAS

2作成(基準設定)主体 IPSASB 

IPSAS自体の設定は1990年代後半から開始。背景には先進諸国での発生主義会計の導入があると思われ

3導入の背景
るI生た増P。S。主えA今る義S後導兆へは入しのニがの変ュあ背換ーる景にジ。は際ラ各ンし園、ド国、、オ各際ー組的ス織にト認にラよ知リアりさ異れななどたる公自が国的、のセ今ヲ発ま空生でー主はの義現会会金計計主基基義準準(と修かし正てら現I採PS金用A主Sがへ義行の、わ修変れ正換る発をこ検生と主義)から発が多かっ

討する国が
ある。

総論的項目

IPSAS 
4適用されている会計基準 合民一間特、公有的の両IFRセSウか聖らー離に脱共す通べしきて事発情生がすなるい取限引りにIF関RSしのて原I土文、IをFR尊Sを重ベすーるス)とした基準設定を行う。(公的セク

5財務書類の作成根拠 該当なし。

自財務書類の用途

般目的財務諸表の作成のための基準

7財務書類の活用

8 
IPSAS/IFRSとの重要な相

「適用されている会計基準Jの項参照
違点

9 財務書類の体系 {貿鑓鈍注予キ記信益開費ャッ喧対音tシn匡妄酎ュ唱表動制フ計ロ算一書作時…合捕る〉

10 連結財務書類作成の有無 有

1-1 自治体の規り十模ELL応じた会計 無
基準の取 、の違い

個別的項目

12 有形固定資産の評価基準 固定資産の種類毎に原価モデルと再評価モデルの選択適用可能

13 減損会計の導入の有無 有(非資金生成資産ーIPSAS21、資金生成資産ーIPSAS26)

14 税収の取扱い 損益計算書に計上

15 補助金収入の取扱い IがPSなAいS第場2合3号はに、受従領L¥_時返に還収義益務計が上ある場合は負債計上し、義務を満たしたときに収益計上を行う。返還義務

16 減価償却の取扱い 損益計算書に計上

E
U
 



1モデル名 国(省庁別財務書類の作成基準)

2作成(基準設定)主体 財政制度等審議会

→則-日の『本国基経民本済に的再対要し生素てへを政の踏府戦ま及略えび(つ経地つ済方財戦公務略共諸会団表議体の(の平導財成入政1を1・行年資う2産月べ状)き)況でをあわるか。jりとやさすれくた開。示する観点から、企業会計の原

3 導入の背景

→類-公『を会予作算計成執にし関行、説すの明る単基責位本任で的のあ考る履とえ行と方及も(びに財行行政政政制効評度率価等化の審を主議進体会めで(る平あこ成ると1省が5年庁適6に当月着で)) 目あしる、」省と庁別のフローとストックの財務書
された。

総論的項目

4 適用されている会計基準 -・.省一特庁般別別会会財計計務省財書庁務書類別財の類作務の書成作基類成基準の作準成基準

5 財務書類の作成根拠 -・・公省「特会庁別計別会財に計関務にす書関る類す基のる本作法的成律考に』え(つ平方い成(て財19(政財年制政法度制2等度3)審等議審会議(会平(成平1成5年16日年月6)月))) 

へ
6財務書類の用途

-説財明責の、国任効会率のへ履化の行、適財正務化情政

7財務書類の活用
-国民 報の提供

8 I~~AS/IFRSとの重要な相 -税収の取扱い
違点 -出納整理期間を取り込んだ形で財務書類を作成している

自財務書類の体系 -・貸業資区借務産分対費別・負照用収債表計支差算計額書算計書算書

10 連結財務書類作成の有無 有

11 基自治準体の規模に応じた会計
の取り扱いの違い

個別的項目

→相→!公固取取当共有得額得財用価を原産財控格価産(除公((償用後共却地の用資費価財産や額産事にををつ業計除い費上くて)等) l 
土、減価償却

12 有形固定資産の評価基準

→→.物取取品得得価原価( 費 の累積。償却資産については、減価償却費相当額を控除後の価額を計上)

格(減価償却相当額を控除後の価額を計上)

13 減損会計の導入の有無 無

14 税収の取扱い 資産・負債差額計算書において財源として計上

15 補助金収入の取扱い

16 減価償却の取扱い 業務費用計算書に計上
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